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第１章 地方公務員の共済組合制度 

地方公務員の共済制度は、地方公務員及びその家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するととも

に、公務の能率的運営に資することを目的とし、地方公務員が安心して職務に専念できるようにすること

を通じて地方行政を支える重要な制度です。 

地方公務員の共済組合制度は、地方公務員法及び地方公務員等共済組合法に基づき、実施されて

います。 

 

■地方公務員法（抜粋） 

（共済制度） 

第 43 条 職員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又はその被扶養者の

病気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付を行なうための相互救済を目的とする

共済制度が、実施されなければならない。 

２ 前項の共済制度には、職員が相当年限忠実に勤務して退職した場合又は公務に基づく病

気若しくは負傷により退職し、若しくは死亡した場合におけるその者又はその遺族に対する退職

年金に関する制度が含まれていなければならない。 

３～５ 省略 

６ 第一項の共済制度は、法律によつてこれを定める。 

 

■地方公務員等共済組合法（抜粋） 

（目的） 

第１条 この法律は、地方公務員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又

はその被扶養者の病気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付を行うため、相互

救済を目的とする共済組合制度を設け、その行うこれらの給付及び福祉事業に関して必要な事

項を定め、もって地方公務員及びその遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、公

務の能率的運営に資することを目的とし、あわせて地方公共団体の職員の年金制度等に関して

定めるものとする。 
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地方公務員共済組合の種類 

地 

方 

公 

務 

員 

共 

済 

組 

合 

１ 地方職員共済組合 
１組合 

（４7 支部） 

道府県の職員（２・３の職員を除く。）及び地方団

体関係団体の職員 

２ 公立学校共済組合 
１組合 

（４７支部） 

公立学校、都道府県教育委員会及びその所管

に属する教育機関（公立学校を除く。）の職員 

３ 警察共済組合 
１組合 

（４９支部） 
警察庁、皇宮及び各都道府県警備職員 

４ 東京都職員共済組合 １組合 
東京都の職員（特別区の職員を含み、２・３の職

員を除く。） 

５ 指定都市共済 

地方職員共済組合 
１０組合 

政令指定都市（昭和 57 年以降に指定された指

定都市を除く。） 

６ 市町村職員共済組合 ４７組合 
各都道府県の区域内における全町村の職員

（２・５・７を除く。） 

７ 都市職員共済組合 ３組合 
旧市町村共済組合の規程の全部が適用除外と

された市の職員（２の職員を除く。） 
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第２章 地方職員共済組合の事務組織 

 地方職員共済組合は、東京に本部があり、東京都を除く 46 道府県に支部があります。 

 沖縄県支部は、下図のように知事を支部長とし、総務部職員厚生課内に「地方職員共済組合沖縄県支

部」があります、 

 

  

地方職員共済組合沖縄県支部 

（職員厚生課 共済福利班） 

給付福利班 

（１）組合員証 

（２）短期給付 

（３）保健事業 

共済管理班 

（１）地共済庶務 

（２）予算・決算 

（３）貸付事業 

年金班 

（１）年金 

（２）基礎年金番号 

 

支 部 長 

（ 知 事 ） 

副支部長 

（総務部長） 

（総務統括監） 

事務長 

（職員厚生課長） 

事務次長 

（職員厚生課副参事） 
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第３章 地方職員共済組合の事業 

１ 短期給付 

 地方職員共済組合（以下「地共済」という。）が行う短期給付は組合員の病気、負傷、出産、死亡、休業

もしくは災害又は被扶養者の病気、負傷、出産、死亡もしくは災害に関し、相互救済を図るための給付

で、民間で働く労働者に適用される健康保険制度に相当するものです。 

詳細は、『第３編 短期給付』をご参照ください。 

 

２ 長期給付 

 長期給付は、組合員の退職、障害または死亡に関し、組合員又はその遺族の生活の安定を図ること

を目的として支給される給付です。 

 長期給付には、老齢厚生年金、障害厚生年金、障害手当金及び遺族厚生年金の４種類の給付があり

ます。 

詳細は、『第４編 長期給付』をご参照ください。 

 

３ 福祉事業 

福祉事業は、組合員の福祉の増進に資する事業で、組合の事業計画で定めるものです。 

(１) 高齢者医療確保法第 20 条及び同法第 24 条に規定する特定健康診査及び特定保健指導 

(２) 組合員の保健（人間ドック、スポーツ施設利用、メンタルヘルス相談への助成等） 

(３) 組合員の臨時の支出に対する貸付け 

（１）及び（２）の詳細については、『第５編 保健事業』を、（３）については、『第６編 貸付事業』をご参

照ください。 
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第４章 地方職員共済組合の財源 

地共済の運営に必要な費用は、組合員の掛金及び保険料並びに地方自治体の負担金で賄われて

います。 

 

短期 

給付 

短期分 掛金１／２ 負担金１／２ 

介護分 掛金１／２ 負担金１／２ 

長期 

給付 

厚生年金 
保険料（組合員保険料） 

１／２ 

保険料（事業主負担金） 

１／２ 

年金払い 

退職給付 
掛金１／２ 負担金１／２ 

基礎年金 掛金１／４ 負担金１／４ 公的負担１／２ 

福祉事業 掛金１／２ 負担金１／２ 

 

掛金及び負担金の金額の算定は、組合員の標準報酬の月額及び標準報酬期末手当等の額を標準

とします。 

掛金及び負担金の詳細については、『第７編 掛金及び負担金』を、標準報酬については、『第８編 

標準報酬制度』をご参照ください。 
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第５章 様式等の掲出サイト及び提出先について 

地共済の届出等の様式類は、Coral21 掲示板内の「各課ポータルサイト」に掲載しています。 

「各課ポータルサイト」から「総務部職員厚生課メインページ」へ進んでください。 

右から２列目が「地共済関係」です。 

 
 

また、届出類の提出については、所属所（各部主管課及び出先機関）の長が地共済に提出するもの

と、総務事務センター室長が地共済に提出するものがあります。詳細は、次ページ掲載の「給与支給事

務及び対応所属（５）地共済関係事務（総務事務センター作成）」をご参照ください。 
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